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　［要旨］　緩和医療における保険薬局の現状を把握するため，愛知県および下呂市薬剤師会の保険薬局薬剤師を対
象にアンケート調査を行った．調査項目は，服薬指導実施状況など 16 項目とした．524 名から回答を得た．医療
用麻薬を含む処方せんの調剤や服薬指導に携わったことがある薬剤師は 290 名で，その 67.2％は情報が不足してい
るため，困惑することがあると回答した．保険薬局薬剤師が必要としている情報は，告知の有無，病名，痛みの評
価などの項目であり，情報不足の現状が明らかとなった．医療機関から能動的な情報提供を行うことにより，保険
薬局薬剤師との間で有益な連携が図られ，質の高い地域連携を提供できると推察される．しかし，現存する情報提
供書では必要な情報を十分網羅できないため，緩和医療に特化した情報提供ツールの作成が急務である．
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緒　　　言

近年，がん対策基本法の公布によりがん医療の均てん化

が促進されている．その中で，緩和医療は早期から実施さ

れ，在宅における緩和ケアの充実を図るため薬剤師の果た

すべき役割が大きくなっている．保険薬局薬剤師は居宅に

おける疼痛緩和医療を担うことになり，病院薬剤師との連

携もさらに重要となっている．保険薬局薬剤師は医療機関

からの情報量が少なく，処方せんと患者またはその家族と

のインタビューからの情報収集が大半であり，医療機関と

の連携が不十分であると，患者の安全を担保し適切な薬物

療法を提供することが困難となる．

そこで今回，緩和医療に関して保険薬局薬剤師が置かれ

ている現状を把握し，その意識調査のためにアンケートを

行い，その結果をもとに，患者中心の地域連携を支援する

情報提供ツールの必要性とその内容について検討する．

方　　　法

1． アンケート調査
愛知県薬剤師会および下呂市薬剤師会に所属する保険薬

局薬剤師を対象にアンケート調査を行った．調査期間は平

成 22 年 5 月 1 日～ 31 日までの 1 カ月間とし，選択・記

述式アンケートによる回答を依頼した．アンケートの配布

は，愛知県薬剤師会および下呂市薬剤師会の地区会長へ調

査目的などについて事前に説明を行ったうえで，地区に所

属する保険薬局へ FAX 送信にて行った．アンケートの回

収も，FAX 送信にて行った．1 つも回答を得られなかっ

た地区は対象から除外した．調査項目は，医療用麻薬調剤

経験の有無，服薬指導実施状況，適切な調剤を行うために

必要としている情報など 16 項目とした（図 1）．本調査は，

個人が特定できないよう無記名で行うなど倫理的配慮のも
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とに実施した．

2． 日本病院薬剤師会（以下，日病薬）が提唱する情報提
供書とアンケート結果の比較

日病薬が提唱する情報提供書1）の記載事項と，アンケー

トから得られた保険薬局薬剤師が緩和医療に関する服薬指

導において必要とする項目を，比較検討した．

結　　　果

1． アンケート調査
アンケートは，524 名（515 施設，下呂地区 15 名，11

施 設 ） の 保 険 薬 局 薬 剤 師 か ら 回 答 を 得 た（ 回 収 率

20.7％）．調査対象薬局の 1 日平均処方せん応需枚数は

59.7 枚，平均薬剤師経験年数は 16.0 年であった．医療用

麻薬の在庫がある保険薬局は，295 施設（57.3％）であり，

採用医薬品の種類は，オキシコンチンⓇが 215 施設と最多

で，次いでオキノームⓇ 153 施設，オプソⓇ 150 施設，

デュロテップⓇ MT パッチ 142 施設が上位を占めた．

1-1． 緩和医療への関心，医療用麻薬調剤経験の有無

緩和医療に対する興味の有無について，興味があると回

答した薬剤師は 419 名（80.0％）であった．過去 3 年以内

に医療用麻薬を含む処方せんの調剤や服薬指導に携わった

ことがあると回答した薬剤師は 290 名（55.3％）であっ

た．

1-2． �服薬指導時の日本緩和医療学会推奨項目の達成度

について

過去 3 年以内に医療用麻薬を含む処方せんの調剤や服

薬指導に携わったことがある 290 名に対して，日本緩和

医療学会が医療用麻薬の服薬指導時に推奨している「疼痛

治療の重要性」「医療用麻薬に対する不安や誤解の解消」

「医療用麻薬の使用方法・特徴」「副作用対策」の 4 項目2）

について服薬指導時の達成度（自己評価）を 4 段階で尋

ねた結果，それぞれ平均値± S.D. として 3.0 ± 1.2 点，

2.9 ± 1.2 点，2.7 ± 1.1 点，2.7 ± 1.1 点であった（図 2）．

1-3． �医療用麻薬の説明方法，医療機関からの情報提供

について

医療用麻薬を患者へ説明する際，「医療機関から説明さ

れている内容を患者から聞きだす」と回答した薬剤師は

61.4％，｢強い痛み止めとして説明｣ が 59.0％，「医療用麻

薬として説明」している薬剤師は 42.1％であった．また，

「成分名で説明」している薬剤師は 11.4％，「医療機関に

確認し説明内容を合わせる」が 10.0％であった（複数回

答）．

「医療機関で交付された医療用麻薬のパンフレットや説

明書について，保険薬局へ情報提供があったら役に立つ」

と 280 人（96.6％） の 薬 剤 師 が 回 答 し， そ の う ち の

89.6％が「服薬指導の補足として活用する」と回答した

（図 3）．また，160 人（55.2％）の薬剤師が，服薬指導時

に「医療用麻薬のパンフレットや説明書を使用している」

と回答し，そのうちの 96.3％は製薬会社が提供している

ものを使用しており，保険薬局や医療機関が独自に作成し

たものを使用している薬剤師は，それぞれ 8.1％，5.0％に

とどまった．

病院薬剤師から「緩和医療に関する服薬指導書（情報連

絡書）を受け取ったことがある」と回答した保険薬局薬剤

師はわずかに 11 人（3.8％）しかおらず，「ない」と回答

した保険薬局薬剤師は 277 人（95.5％）であった．

1-4． �医療用麻薬が含まれる処方せんの調剤や服薬指導

時の情報不足について

「医療用麻薬の調剤で医療機関からの情報がなく，迷っ

たことや困ったことがある」と回答した薬剤師は 195 人

（67.2％）で，そのうち「常に疑義照会を行う」と回答し

た薬剤師は 78 人（40.0％），「時々行う」は 79 人（40.5％），

「疑義照会を行わない」と回答した薬剤師は 37 人（19.0％）

であった（図 4）．不足していた情報については，「告知の

図 2　服薬指導時の日本緩和医療学会推奨項目の達成度（自己評価）
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有無」が 80.0％，「病名」が 62.1％と上位を占め，次いで

「医療用麻薬の説明」が 54.9％，「レスキューの使用方法」

が 46.2％，「痛みの評価（痛みの部位・強度・種類）など

の情報」が 41.0％であった（図 5）．また，93.3％の薬剤

師が「情報不足が適切な服薬指導に支障をきたした」と回

答した（図 6）．

1-5． �保険薬局薬剤師が医療用麻薬を含む処方せんを調

剤する際，必要としている情報について

保険薬局薬剤師が医療用麻薬を含む処方せんを適切に調

剤するために必要不可欠な情報は，「病名」「告知内容」

「禁忌・アレルギー歴・副作用歴」「退院時処方」「適応外

使用」「調剤方法」「医療用麻薬の説明」であった（上位 7

項目）．また，同様に次に必要な情報は，「痛みの性質」

「痛みの種類」「便通，吐き気，眠気，呼吸苦（副作用情

報）など」「痛みによる日常生活への影響」「痛みの増強因

子・緩和因子」「服薬に影響する身体症状」「患者の理解

度」であった（上位 7 項目）（図 7）．

1-6． その他，薬薬連携に関する意見

53 名の薬局薬剤師から意見が得られた．「患者情報があ

まりにも少ないため踏み込んだ説明ができない．何をした

らよいかわからないし，医療機関から何を求められている

かもわからない」「病院へのフィードバックをしてよいも

のなのかわからない．些細なことでも情報提供したい場合

にどう対応すべきか悩む」「患者が正確に訴えにくい情報

が，客観的立場の情報提供用紙より入手できればよい」，

といった意見が散見された．

2． 日病薬が提唱する情報提供書との比較
アンケート調査で得られた回答より，保険薬局薬剤師が

医療機関より提供してほしい情報は（図 7），保険薬局薬

剤師が不足していると感じている情報（図 5）とほぼ同様

図 3　医療機関で交付された医療用麻薬のパンフレットや説明書について

図 4　医療用麻薬調剤時の情報不足・疑義紹介
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図 6　医療機関からの情報不足によって支障が出た調剤業務

図 7　医療用麻薬を含む処方せんを適切に調剤するために保険薬局薬剤師が必要としている情報

図 5　医療用麻薬を調剤するときに不足していた情報
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目は含まれていない．そのため，現存する情報提供書で

は，緩和医療における必要な情報を十分網羅できておら

ず，緩和医療に関する情報提供用紙としては機能していな

い可能性が推測される．また，今回のアンケート調査にお

いて，「病院薬剤師から緩和医療に関する服薬指導書（情

報連絡書）を受け取ったことがない」と回答した保険薬局

薬剤師が 277 人（95.5％）であったことから，現状では，

緩和医療に関する薬・薬連携は，機能的な連携が図られて

いないことが明らかとなった．これらの現状から，緩和医

療に特化した医療現場で機能しやすい情報提供ツールを作

成する必要性が示唆された．

岐阜県下呂地区は，2007 年に日本薬剤師会の「医療安

全のための薬局薬剤師と病院（診療所）薬剤師の連携推進

事業」のモデル地区に指定され，「薬剤適正使用のための

施設間情報連絡書」を利用して薬・薬連携に取り組んでき

た6）．その下呂地区においても，本アンケート調査では，

すべての項目で愛知県とほぼ同様の結果が得られた．薬・

薬連携が進んでいる下呂地区においても，緩和医療に関す

る薬・薬連携については必ずしも十分とはいえないことが

推察された．今後は，今回のアンケート結果や下呂地区で

の取り組みを参考に，保険薬局薬剤師が連携に必要な情報

である「病名」「告知内容」や「痛みの評価」などを盛り

込んだ「施設間情報提供ツール」を，病院薬剤師と保険薬

局薬剤師が共同で作成していく予定である．

謝　　　辞

アンケートにご協力いただきました諸氏に，心から感謝

申しあげます．
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の項目であり，緩和医療に特有の情報が多い傾向にあっ

た．

また，保険薬局薬剤師が必要としている緩和医療に特有

の情報が，日病薬の情報提供書では十分網羅できていない

ことが明らかになった（図 7）．

考　　　察

中島ら3）のアンケート調査によると，95％の保険薬局薬

剤師が抗がん剤および支持療法の薬剤を含む処方せんを受

け取って迷う事柄があると回答している．また，平成 21

年度日病薬が実施した「病院薬剤部門の現状調査」集計結

果報告4）によれば，薬・薬連携について保険薬局への患者

情報の提供を行っている医療機関は，17.1％と低い水準に

とどまっている．今回行ったアンケート調査でも，「緩和

医療に関する服薬指導書（情報連絡書）を受け取ったこと

がある」と回答した保険薬局薬剤師はわずかに 11 人

（3.8％）しかおらず，「医療機関からの情報不足により困っ

たことがある」と回答した保険薬局薬剤師が 67.2％と半

数以上であった．この結果より，がん化学療法同様に，緩

和医療においても保険薬局薬剤師は情報収集が困難なこと

が多く，治療や患者情報の全体像が把握しにくい条件下で

服薬指導や疑義照会を行っている現状が浮き彫りとなっ

た．

今回の調査結果は，医療用麻薬の在庫状況や調剤経験に

おいて，張替らの報告5）とほぼ同様の結果が得られ，調査

地域は異なるものの麻薬処方せん応需には格差があり，地

域における緩和医療の普及は十分ではないことが推察され

る．また，モルヒネ製剤に関する服薬指導の要点として，

日本緩和医療学会が推奨している 4 項目（「疼痛治療の重

要性」「医療用麻薬に対する不安や誤解の解消」「医療用麻

薬の使用方法・特徴」「副作用対策」）の自己評価による達

成度において，4 項目すべてが 3 点（ややできている）前

後であったことから，保険薬局薬剤師は指導の要点はほぼ

理解しているものの，情報が不足しているため，適切な服

薬指導に影響が出ていることが明らかになった．このこと

から，医療機関から能動的な情報提供を行うことにより，

保険薬局薬剤師との間で患者を中心とした連携を図ること

ができれば，より安全で質の高い地域連携を提供すること

ができると推察される．

しかし，日病薬が提唱する薬・薬連携推進のための情報

提供書1）として報告している「薬剤管理サマリー」｢退院

時服薬指導記録｣ には，保険薬局薬剤師が必要としている

「病名」「告知の内容」「痛みの評価」など，緩和領域の項
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　Abstract: To examine the current state of palliative medicine at a community pharmacy, we conducted a 
questionnaire survey of the community pharmacists who belong to Association of Pharmacists of Aichi Prefecture 
and of Gero City. The questionnaire consisted of 16 items (e.g. whether or not necessary information for proper 
medication to cancer patients is provided, etc.). There were 524 pharmacists who answered the questionnaire. Of 
them, 290 pharmacists declared that they had experience in dispensing opioids and in patient care; 67.2% of them 
stated that they were not confident during patient counseling due to the lack of proper information. Requisite informa-
tion for community pharmacists included notification of cancer, diagnosis of disease name, and pain assessment. The 
results clearly showed that community pharmacists were not able to receive enough information from physicians at 
medical institutes. The results also suggested that when a cooperative relationship is established between a hospital 
pharmacist and a community pharmacist, mutual exchange of information becomes active, and high-quality regional 
partnership can be constructed. Moreover, it became clear through the survey that the pharmacists who answered 
the questionnaire considered the currently available general guidelines to be insufficient to cover the necessity for 
counseling cancer patients, and that new guidelines specified for palliative medicine at community pharmacies should 
urgently be established.

　Key words: �palliative medicine, community pharmacist, community pharmacy, questionnaire survey, regional         
partnership
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